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2) 経済企Eげ繍『昭和61年版経済白書Jl， 240-41ヘ ジ。






























日本ノムー立製作所 M 三菱重工業 250 
2 本本田技研工業 120 1 *伊藤忠商事 408 日本通運 209 
3 プりず2 ストン 108 キ三菱商事 279 岩谷産業 181 
41 *伊藤忠商事 94 松下電器産業 264 日本郵船 106 
51 *三井物産 90 *三井物産 260 東洋紡績 94 
6 鈴木自動車工業 85 申丸 紅 214 トヨタ自動車 92 
7 鐘 紡 83 キ東 芝 205 日本鋼管 91 
8 1 *三菱商事 83 住友商事 179 日本軽金属 89 
9 ホ松下電器産業 82 *本田技研工業 168 三菱化成工業 88 
10i 目立家電販売 77 ホ富士フィルム 126 名古屋鉄道 84 
11 資 生 堂 75 小野田セメント 125 旭化成工業 81 
12 キソ 70 三井東庄化学 123 新日本製鉄 81 
13 クラリオン 68 三菱重工業 121 旭 硝 子 77 
14 *丸 紅 61 本三菱電機 116 宇部興産 75 
15 横浜ゴム 59 *久保田鉄工 111 住友電気士業 68 
16 *立石電機 55 率三洋電機 102 )1 崎汽船 68 
17 東 レ 52 ダイエー 100 ホ大日本印刷 67 
18 ーで光汽船 52 日商岩井 96 大阪商船三井船 67 
19 富 _L 通 51 キソ 93 住友金属工業 66 










号， 1986， 85ベー シ。






























11日 1196011965 1 1970 1竺751問 711問 911981 11蜘 11叩
住友金属 9 15 42 53 56 89 91 1日O 108 
日本鋼管 3 10 27 I 36 I 51 57 93 96 104 107 
住友化学 8 13 28139145 41 94 98 100 102 
三菱化成 7 28 27148166 78 106 109 118 124 
旭 イb 成 8 13 33158189 104 152 144 lG3 149 
戸叩た= 人 4 8 42 124 114 106 85 
松下電器 70 187 332 I 562 1 656 674 684 476 450 435 
口本電気 8 19 28 1 49 96 115 121 134 143 
日立製作所 13 55 90 1 111 1 129 141 180 190 198 210 
三菱重工 11 19 19: 35 I 42 50 116 124 137 
トヨタ自動車 26 16 20128146 54 63 68 150 164 
日産自動車 20 24 27 1 86 自O 100 194 209 225 217 
三井物産 37 59! 88 1 150 149 483 488 503 501 














5) 大蔵省~券局企業財務課監修『企業会計姐則草Jl 1985， 24ヘージu
企業グルー プと崖業融合 (227) 7 
第4蓑関係会社数白内訳 (1985年〉
住 7 帝 12 ト 16 108 73 85 73 ヨ 164 119 
友 66 61 " 
103 
金
動車自9 21 9 属 130 57 4~ 人 133 60 39 222 1(旧 94 
日 1日7 95 I 4 松 435 445 70 
産動車日自
217 230 
本 91 下 375 187 
銅 電4 268 25 
管 159 64 60 器 713 268 。 369 139 114 
住 10 日 川判 113 川叫 1if友 55 本 井
イ七 23 電 物
'* 48 気 産
イヒ 藤
成 忠










6) r日本経済新聞J1984年3月17日号(本番です連結決算時代②)， [ 1内は引用者』以下同様。




























牛7月までに32の子会社を設立した。向上， 19B6~年 7 月 22 日号(新天地は32の子会社)。
10) 向上， 1986年5月26日号(日立造船分社方式ハイテクにも〕。



















大である。たとえば，第 5 表は富土通が1~~3-84同年度に設立した新会社 (32










第 5衰 宮士通の新設関係会社 (1983. 84両年度〕
年月 新 会 社 名 出資比率




6 I ユムユフ情報、ンステム 50 
富士通 KL同和* 50 
8 I 富士通中国システムエンジュアリング 100 
宙土通北海道システムエンジニアりング 100 
直士通マイクロ L レクトロユク只申 100 
9 I 山形富士通 100 
石川富上通ユーヂック 60 
富士通ヴ4且ノレニ巳只アイ 100 
11 富士通九州通信システム 100 
富土通ノルディ y ク申 100 
84.2 I 宮士通徳島γステムエンジニアリング 100 
富士通長野ンステムエンジニアリング 100 
富土通イタリアホ 100 
3 I テクノプロジェグト 40 
宮士通名古屋通信システム 100 
4 富上通周辺機 100 
5 富士通山梨エレクトロニクス 100 
滋賀富士通ソフトウェア 60 
富上通ネッ lワークエンジニアリ y グ 100 
7 I 亀井、ノステムハウス 30 
宮士通愛知エンジニアリング 100 
9 I 富上通金融情報ンステムズ 100 
富士i亘ソーシアルシステムエンジニアリング 100 
10 宮土通鳥取システムエンジニアリング 100 
85.2 宮上過特機システム 100 












自社単独進出 45.4 48.6 39.5 
子会社設立 22.1 18.1 29.5 
開国発内他，企合業併会と社の共設立同 20.7 21.4 19.4 
海発外，合企業併会との社共設立同開 8.3 8.8 7.4 
他企業IJ&収 1.7 1.7 1.8 
y、戸一 の 他 1.8 1.4 2.5 
備考) 経済企画庁調査局『昭和58年版企業の意識と行動~ 1983. 50ヘ ジ。











































































































































15) 以上は同社でのヒアリング，および『アスベクトJl1985年10月号， 44-49ベ ジ，同J 1986年
3月号， 56-65ページ， c週刊ダイヤモツドJl1985年2月16日号， 78-81ヘ ワ，などによ忍。































18) 向上， 1984年10月9日号(グルー プ〈るみ停民強制ι)， 















































































































































































































































(ハイテク分野に限る， 1984年 6月-85年2月 信事業，有線放送業
社 名 新規に手がけるハイテク事業 |白木鉱業 各種戸内トり製造業，電子峡耐





備考〕 訂洛泣江町立「日本好 f新ImJ1984年4月9日号， 1985年5)]27 ~号， I日経産業主rlilJJ1985年 4月25日号，込t詔変更は「日本
経済新出J1985年4月27日号。























































































ば， 1964年49社， 73年62社， 82年86社〉。し
かも，業種別にみると「特に素材産業でこう
した傾向が目立」ち，本業以外の部門の比率は合繊〔大手 5 社平均73年25~五→













29)30) 同上， 198~年 10月 17 日号〈進む企業の「本業離れJ)。

























































リ?マー =OA機器， L S I 
シチズン時計=OA機器，半導体製造
装置





































36% ポリユλ テル7 ィルム，炭素繊維，インターフェロン，逆
浸透膜ミプラスチックレンズ
71% MMA樹脂，限外ろ過膜，炭素紺晴世， TNF (腫蕩壊死因
子〉




ク ラ レ 30% 人工皮革，医療用品






































33) 向上， 1985年 2月13日号〈ハイテクケミカル，企業間競争L
34) 同上， 1983年3月3日号(化粧品大手，健康食品に審入〉。










































39) 最近 「ネッ lワーク産業組1蔽」あるいは「企業問ネットワーク」についての訪品有が盛んであ
る。 r羽代の産業組織がネットワ ク型のものに「司かっていることは，直観的には誰の目にも明
らかであろう。企業相互弔問に技桁や研究開発を通じて多様な連撹が生まれ，まさにネットワー
クとITJ'ぶにふさわしいような相正依存閣慌が作られてきているJ， (今井賢一「ネットワ←ク産
業組織JW季刊現代桂済』品目" 1984年夏目 4ベージl.そこでいう「ネットワーク」はより広
い概念として用いられているが，本稿でのテーマに即していえば，たとえば，ハイテク時代を迎
え亡将来型産業ヘ進出する際，固めijrlJ扶術不足を相互補完する必要性もあって企業問の提携〈あ
るいは共同投資子会社の設立)もより一層進むことが予想される。あるいは，情報ネットワーク
の進展は企業〔間〉行動の内容にも変化を与えることtあろう。しかしながら，そこ C想定さ札
ている「企業間ネットワーク」には①一切回資本所有関部が無視されてしまっていること，①再
び，企業を「構造」ではなく「点」としてネットワ キングしていること，により，いささか干
柾な構図になっているように思われる。なお，組織科学』第四巻;帯3号; 1986， (ネットワ
キング特集)，経済同友会『昭和61年度企業白書~ (ネットワーク戦略の展開と新しい企業組織)，
1986，など参照。
